




は じ め に
日本経済新聞 は今年 の1月 旧,「 次 の世代へ ・2・2・年か らの警鐘」 という
連載 を始 めた.第 一部 は 「日本が消 える」・第二部 「たそがれの民囎 家」と続
き現 在 は 「疾走す る資本蟻 」 胡3日 現在)を 連載 中で ある・
ね らいは_つ 澗 翫 送 りの今 のままだ と21世 紀中 に日本 は消え る・この破
局 をどうすれば回避出来 るのかを探 るにあ るとい う。
たまたま日本労務学会で は冷 年 の統論 題を 「21世紀初頭 における労務 問
題」 と決定 した.統 論 題 の趣 旨は 「轍 期 といわれ・ また薩 状態 ともいわ
れる今 日旧 本 の企業 は多 くの経営翻 をかカ・え・ その対応 には従来の経営 の
パ ラダイム,コ ンセ プ トの轍 が必要 であ るといわれています・今 こそ表層的
変化 への対応のみでな く講 造的変化 を見 きわめ・諜 の在 り方・雛 の考 え
方,欄 み について粉 な灘 を動 ・新 しいn像 縮 齢 雛 システ
ムを創 出す るのが当学会 の齢 で あると考 えます・ これ まで もそ うい う課題 に
取 り組んで参 りま したが,い まや新 しい世紀 相 前 に控 え,労 灘 念 と労務制
度 の創造 と革縦 目指 して,統 一綱 まr21世 紀初頭 の労淵 題 と決定 されま
した　 とある0
確か に現在 の問題 の先送 りに終 るな ら,「 日本が消え る陣 はないに して も・
明 るい未来 はないだろ う.明iq新 諏 戦 に継 ぐ髄 変化 の時代 に どう対処す
べ きか.オ イル シ ョックを見事 に切 りぬ1ナた当時・21世 紀 は躰 の世紀 とし'わ
れ,「 ジャパ ン ァズ ナ ンバー ワン」 といわれた栄光 はどこに消 えたのか・
学会へ の報告 をかねて21世 紀初頭 における人事管理 はいか にあ るべ きかを
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本論 において検討 したい・ なお鰍 こあた ってはに つの前提 をおいた
。
(1}21世 紀初頭 という時代 を
・ 私1ま団塊 の世代,… 行 の定年6。 歳 燵 し
,年金
の支給 を受 ける65歳 までの5年 間(2・・7年一2・丑5年)
.代 表 して2。1。年頃
に設定 した。
この世代 の人 口は・その前の4年 間 に生れ た人 よ り32%
,そ の後 の4年 間1こ
生 れた人 よりも28%も 多 いm次 ベ ビ.....7a__..ムの世代であ る
.こ の世代が小.
中学校 に入 る頃は校鍵 築で醗 業界が潤 い
a次 に学園紛争 の主役 とな り酷
婚適 齢期 には・ニユーフ ァミリーを形成 し
,8・ 年代 か ら9・年代 にかけては,過剰
中年問題 を引 き起 こ した・定年か ら年金 磯 うまで
,団 塊 の世代 は何か マス
コ ミをに ぎわ しそ うな気がす る
・2・1・年 は本格 的な超高翻 会 になるとば。で
ある・ その時期にお けるわ姻 の人事労瀦 醐 度 が醐 で な
い と,そ れ こそ
日本 の21世 紀 に未来 はない。
(2)人 事 労瀦 理 は・人的資瀦 理 の立場 にたっ.本 学 では,他 の大学 で,「労務
管理域 いは 「経営労務」と呼ばれる纏 を




「eSOU「Cemanagement)人 的資源管理 と呼ぶよ うにな
っている。
本学におけ る人的資瀦 理 も綱 の働 こ倣 った ものと思われ るが,私 は人 的
資瀦 理 とい う呼撚 蝶 のいわ ゆる人事 ・労務管理 とい う呼称 よ りも今後
の従業員 に対 す る醜 の在 り方 を示す もの と してオ
、さわ しいと考え る。
その理 由は・ わ姻 の企業 にお ける鞭 で人鶉 といえば
,ホ ワイ トカラー
の管理 労働(務)部 は・ブルーカラーの醜 と,労 使関係鯉 のセ クシ
ョンと
い うのが通念 である・事実 歴史的 にみて,労 鰍 いは労務 とい うセクシ
ョン
が設置 されたの は汰 正輔
・工場間を渡 り歩 幟 人(熟 練工)を 足留めす ると
共 に謹 轍 能r各 企業 で養成 す る養成工醸 を始 めた と きと軌 を
_に す
る・勿論 そ こには社会的連帯 を もっ横断的労働嗣 を断 ち切
って,忠 実 な従
業員 へ と再編成 す る労務政策 も含 まれていたが
,糊 雇用 幟 後 の企業別労働
組合 の萌芽 となる ものであ った。
21世紀初頭における人的資源管理27(322)
現 在,全 従 業 員 の管 理 と労 使 関 係 管理 まで 含 む管 理 を 人事 ・労 務 管理 ・ 或 い
は広 義 の労 務管 理 と一 般 に言 って い る。
人 的資 瀦 理 とい う呼称 に対 して,・ の悪 いの が・「ア メ リカ は遂 に燗 を原
料 や機 械 と同 じ次 元 に落 した か」 とい っ た と い う話 が あ るが,ア メ リカ が・
P.A(Pers。nnelAdministrati・n)か らH・R・Mへ と レッテノレを貼 りか え た
裏 に は,二 っ の前 提,物 の考 え方 の転換 を反 映 して い るとい われ て い る。
_つ は注 産設 備 や原 材料 機 器以 上 に人 こそが会 社 に とって よ 唾 要 な資
　 で あ る0
す なわ ち燗 は働 磯 械 で は な く渤 機 づ け女・何 で能 力 を いか よ うに 醗 揮
す る柔軟 な資産 で あ る とい う行動 科 学 の反 映 で あ る。
もう_つ は,そ うい った人財 と もい うべ き資産 な らば・ そ の管 理 こそ は戦 略
的 唾 要 な課 題 で な けれ ば な らない とい う考 えで あ る・ 企業 鱗 や企 業 文化 を
実 現 す る もの こそ人 的資 源 とい う考 え方 が・ その裏 に はあ る・・rganization=
StrUCturer+manと い う訳 だ。
人 的資 瀦 理 を 人財 管理 と呼 ぶ に は範 囲 力ま狭 す ぎ る・ 人的 資瀦 理 は・ 組
織 行 動論 縮 戦 略 論 従来 の労 使 関係 謙 含 む人事 管 理論 にま たが る総 合 的
領 域 を もっ の が,人 的 資灘 理 で あ り,こ の観 点 に立 って・2泄 紀 初 頭 の そ れ
を検 討 した い。
121世 紀初頭の環境
(1)少 子高齢社会 の進展
国立社会保障 ・人 ・問題研究所 は97年1月 旧 本 の斗寺来推計人 口を発表 し
た。21世 紀人 ・の中雛 計 は表1,{底 雌 計 は表2で あ るが誰 計 の前提1ま表
3の 通 りで ある。合計特殊 出生率 の(1人 の女性が一生の間に生む子供の数の平均
値)中 位 と,低 位 の前提 による人Q言+だ けをと り上 げ滴 位 の前提 による人 口
推計 を外 したの は,図1で 見 るように,先 進諸 国の特殊出生率 はスエーデ ン ・
アイル ラ ン ドを除 き1.5前 後 に集 中 して いる。高位 の前提1.85と い うの は先
ず無 いと判 断 したか らであ る。
II醐
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表1 総 人 口・ 年 齢3区 分(0～14歳
,
係数1中 位推 計
















































































































































































































































































































































































































































































































表2総 人 口,年 齢3区 分(・ ～14歳15～64歳 ・
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表3
ω 出生率(合 計特殊出生率)の 仮定
推計の前提
0319)
実慰 纂 繍 饗雛 離 籍窪灘 欝 前の各出生一ホ…
前 提 合計特殊出生率 平成4年
9月推計
仮 定 の 種 類 現在の実績 1将来見込み
















1.96人 で … 定
1.421・38(平 成12年)1 ・61 :!











2」2人 で 一 定
1.421・42(平 成8年)1 .85 2.09










i.7s人 で 一 定




注1離 死別の影響 は0 .954と 仮定
(21平 均寿命の仮定
平成8年10月 までの実績に基づ き推計
1991年 ～1995年 の 出 生 性 比(105
.6)を 一 定 と す る 。
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先儲 国が このよ うに好 社会へ と簸 したのは 一一女同権 の圧加
よ る性
差 の縮 小 と高学歴 化}性 の社会趣 こよ る繍 馳 位 の向上 に基 づ く晩婚
化詫 涯未婚率 の上昇,更 に医学 の発達1こよ って生 れた子供 は先 ず成人す ると
い う安心感か ら投資が腰 となる子供 の数 と泊 燵 夫婦
の生活水準 を天稗 こ
か けた上 での雌 の欄 ・結局 縫 国 において は昔 に戻 って産 めよ殖やせ よ
と鐘 をたたき・余程社会的励 をかけない限 り洗 ず少子
の傾向 は続 くもの と
あ きらめざるを得 ない。
表3に よる合計鰍 雌 率 帷 の仮定 は
,平 均備 年令27 .4;,夫 婦 の子
供数1・96人 ・生獄 婚率13 ・8%・その場合,総 人 ・は2・・7年に1億2778万 人
で ピーク燵 し・別 の酬 によれば2・95年 には躰 の人 ・は6… 万人
へ と半
減す るとい う・ また・1997年 には65歳 以上 の高齢者が
,15歳 縮 の年賭 の
人 口を上廻 る・団塊 の世代 が初めて6・ 歳1こ達 す る2・・7年はわ梱
の緻 。カゴ
ピー クに達 す る年 であ るが
・15歳 か ら6磯 までの生産 年鰍 。 は総 人 。の
65%・14歳 未満 の年 少人 ・は14 ・3%.65歳 以上 の高齢人 ・は2。.7%.と す る
と生産年齢人 ・1・・人 に対 し
,年 少者1ま22人,高 齢者 は32人 。
団塊 の最 後 の世 代 縞 瀦 の仲間入 りをす る2・15年 に は生産 年齢 人 。
は
60・6%・ 年少人 口は14 ・2%・ 高齢人 ・は25 .2%,生 産年 鰍 ・1・・人1こ対 し
,年
少者 は23人,高 齢者 は42人 となる
。
ところで嗣 連 の臓 に従 う以上注 産年鰍 ・は15歳 か らとす
るの は致 し
方 ないと して・わ姻 の場合滴 校 は義務鞘 化 し汰 学へ の進学率が4。%を
こえる事実か らy生 産年鰍 ・を18歳
,若 しGま 成人 の2・ 歳 とす る方 が,よ
り実態 に肌 ていると考 え られ る
・ こうした観点 で,と"Jげ た資料が"2
である・この酬 は1992年 の推計 のため
,今 回の推計 よ り高齢少子化 の進展 は
小 とな っているが・ それで も2・1・年 に
,未 成儲 と高儲 の数が逆転 してお
り・20歳 以上 の労働力人 ・1・・人 で








。1鴛0「国認 厚生燕 磁 饗象「日課 来推計難(1992難
計)」
長命 は人間誰 しも願 うところ。平均寿命が世界一 とい うわが国 はまことにお
あでたい限 りであるが,少 子高齢社会 は,既 にみたよ うに,高 齢者 の数 が増 え
る_方,少 子化 によって,生 産年齢人 ・を傾 向的 に減少 させ・労働 力が傾向的
に減少す る社会で ある。
少子化 が社会 に及 ぼす影響 を調査 した ものが図3で あ る・ これによれば 「高
齢世代 の費用が増大 し,現 役世代 の負担 が重 くな る」が71.0%と 最 も多 く,以
下,「 社会全体 の活力が低下 す る」(38・3%)「 若年労働力 の減少 によって・高齢
者,女 性等の就労が進 む」(37.7%)「 若年労働者が減少 し・労働力不足が深亥uに
な る」(33,2%)の 順 とな ってい る。
一方高齢者比率 の増大 は,わ が国 の医療保険制度,公 的年金制度等の社会保
障制度全般 に深刻 な影響を与 えている。
1983年 に始 まった70歳 以上 の高齢者 を対象 とす る老人保健制度 は,待 った
な しの改革 を迫 られている。 老人 医療 は僅 かな自己負担金 を除 けば,3割 が公
費,7割 が各医療保険 よ りの拠 出金 によ って賄 われているが,保 険料の半分 を
拠 出せ ざるを得ない保険都 あ り海 年急増す る拠 出金 のため洛 医療保険の
財政 は大赤字,こ のまま推移すれば,早 晩医療 保険制度 は崩壊 す るに至 る。
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「社会保陣の将来像に関する意翻 査」平成4年1咀 社会保醐 度鶴 会事開
また公的年金 は・世代 と世代 の支 袷 い
,い わ ゆ る世代 間扶養 の仕組 みを
とって いる・高齢者比率 の増大 は誠 少 す る現役世代 の税や
,社 会保険 の負担
に重 くの しかか る・政府 はあ くまで国民負担率 を5・%以 内に抑制す るとい
って
いるが,そ の場合 は社会保障の給付 を切下 げざるを得 ない
。世代間負担 の適正
化 と財源の調達が大 きな課題 とな る。
以上 に加えて沙 子高齢社会 を迎え る21世 紀の問題 は
,出 生率 の低下 纈 向
的な労働 の減少 を招糺 労働加 絶燃 磁 れば直接的 に繍 の成長力を
低下 させる要因 となる・更 に高瀦1人rr役 世代2人 で扶養 しなければな ら
ない事態 は・税 ・社会保険 の負担 によ って可処分所得 の減 る繰 間接的 に消
費市場 を通 じて経済 に影響 を及 ぼす。
これ を要 す るに21世 紀初頭 は良 くて低成長




(3)外 人 労働 者 の流 入
日本 を始 あ と して洗 進諸 国 が好 高 齢 化 社会1こ突 入L,人 ・の停 退滋 少
が予 測 され る中 で,世 界 の人 口 は爆 発 的 に増 え て い く。
国連 人 。部 の長 期予 測(1992年,中 雌 計)で}ま ・92年 の58億 人 か ら2000年
の62億 人,2。25年 の85億 人,2・5・ 年 の約1・ ・億 人 を経 て・21・・年 に112億 人
を超 え た あた りで よ うや くピー クに達 し,以 後 は停滞 して い くとい う。
この人 。増 加 は1と して蝦 途 上 国 で お こ り,先 進 諸 国 は現 在 の12億 人 前
後 で ほぼ推 移 して い く.そ の結 果泄 界 人 ・に 占 め る先 進国 の腫 は・ 現在 の
20%か ら2050年 に は約15%へ 落 ちて い く。
発展 途 上 国 の国 民 が先 進 国 並 み とは いえ な い まで も・ 現在 よ り豊 か な生活 を
望 む とす れ ば,食 糧 は4倍,資 源 ・エネ ル ギー は2・ ～3・ 倍 必要 にな る とい われ
て い る.そ れ ば か りで ない。 二酸 イヒ炭 素 の排 出 に よ る地 球温 暖化・ これ}こ加 え
酸 性 雨 や海 水 汚 染 オ ゾ ン層破 壊 な ど,を 考 え る と・21世 紀 は人 口容 量 の限
界 を こえ る恐 れ が あ る。
こ う した推 論 に対 し,世 界人 口 の長 期 推 移 は増 加 と減少 の波 動 が あ り,日 本
に は石器 時 代 か ら工 業 時代 に至 るまで5つ の波 動 が あ った とい う説 が あ る。 こ
の5つ の波 動 の生 れ た背 景 に は人 口容 量 の変 化 が あ る とい う。 そ れ は地 球 とい
う自然環 境 を,新 た に創 造 した文 明 に よ って・ いか に利 用 して きた か・ に よ る
変化 だ とい う。
仮 に今後 の文 明 が2050年 の100億 の人 口 を養 うに足 るだ け の食 糧 を作 れ る
よ うに な って くれ るな らば問題 な いが,そ うで な い と きは・片方 に15%そ こそ
この豊 か に富 め る国 が あ り,肪 に85%の 国 が飢 餓 に苦 しむ とい う状 態 は只事
で はな いO
ボ_ダ レス は経 済 ばか りで な く,国 境 にお いて もそ うで あ る。 わ が国 は四辺
が海 に囲 まれ て い る と はいえ,現 在 で も 日本 円 で3・ ・万 円・中国 元 で は24万 元
の金 を支 払 って で も不法 入 国 が後 を た たな い。2010年 の生 産年 齢 人 口 の減少 に
よ る労働 力不 足 は,3K職 場 に不法 外 国 人 の流 入 を避 け る事 は出来 な いだ ろ う。
特 に高 齢 化社 会 で一 番 不足 す る の は介護 ・「キ ッィ」「汚 イ」「気 ヲ使 フ」仕事 で
36商 経 論 叢 第33巻 第1号
0313)
あ る丈 に・ ここでの主力 は外臥 にな るので はな いか
.い わんや他 の3K鯛
は・外臥 に頼 らざるを得 ない
・不法流入外臥 が起 す社会鞍 ,果 してそれ
を防 ぐことがで きるで あろ うか。
{4>情 報 化社 会
今 世紀 を…L文 明社 会 とす れ ば・21世 紀 は欄 期 に よ る情 報 化 社 会
.情 報
化 社 会 の特 色 は,ボ ー ダー レス社 会 だ と い う事 で あ る
。
その特 色 は・ デ ジ タルに よ る熔 量 の情報 カゴ調 時 に世 界 を か け廻
る,そ こ
に は国境 も地 域 の壁 もな い し
,時 間 の壁 もな い。
工 業 社 会 な らば9時 よ り17時 と い う時 間 が 働 く時 間 で あ
った.今 は24時
間泄 界 の何 処 かか ら情 報 醗 信 され て い る
.マ ル チ メデ ィア と は 「パ ソコ ン
と テ レ ビと臨 の融 合体 」 で あ り請 靴 社 会 参 画 の必 須 要 件 は
パ ソコ ン文 盲
で な い とい う事 ・ ネ ッ トワー ク社 会 に参 画 す る事 で あ る
。
① イ ン ター ネ ッ トの社 会
1996年 の就 轍 線 に は・イ ンター ネ ッ トで しか轍 綬 付 け な い企 業 が あ ら
われ た し・ ソニ ーは電子 メー ル面 擬 行 った
.96年 明 未 で は,イ ンタ螺 ッ
トを 利肌 て轍 活 動 を 行 った企 業 は23%
.8月 未 に は内 賭 の3。%が イ ン
ター ネ ッ トを利 用 した(ダ イヤモ ン ド欄 査)
.97年 の今年 に は,イ ンタ0ネ ッ ト
を利用 す る学 生 は70～9・%に の1謁 もの と予想 され て い る
。
ソ フ トバ ンクは現 在 で も社員1人 当 り2
.8台 のパ ソコ ンを持 た して い る との
事 だ が・21世 紀 初頭 に は・韻1人1こ パ ソ コ ン1台 と い うの は職 に な るだ
ろ
う。
② サ イバ ー スペ ー ス革 命 に よ って何 が変 るか
。
企業 と消 費 者・nと 蝶 との間 の取 引活動 の手 法 が変 る
.例 え ば北 髄 の
六 花 亭 は締 鰍 売 で・1年 間 で3 ,…f牛,1千 万 円 の売上 が あ った.ま 腱 設
省 は2007年 に は入 札 を イ ンター ネ ッ トで行 うべ く準 備 を勘 て い る
。
企 業 内部 で はa所 言胃わ レ ン ソ ウ と し、わ れ る報 告 ・連 絡 相 談 は凡 て電 子
メ ール にお き変 る・ 部 長 裸 長 孫 長 の ピラ ミ
ッ ド型 繊 は沖 間層 省 略 の文
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鎮 型組 織 に変 わ る といわ れ て い る。
フ ェイ ス ・トウ ・フ ェイ スの関 係 が必 要 で な けれ ば在 宅 勤務 も可能 とな る。
但 し忘 れ て な らな い こと は,マ ルチ ・メデ ィア は空 間 と時 間差 を克服 す るま さ
にサ イバ ー スペ ー ス革 命 と もい え る もので あ るが,あ くまで ど う活 用 す るか と
い う道 具 で あ る。経 済 の基 本 は,物 づ くり と付 加 価 値 の創 造 で あ る事 は21世 紀
にお いて も変 る ことの な い真 理 で あ る。
(5a21世 紀 にお け る資 本主 義
1989年11月9日,ベ ル リンの壁 は崩壊 した。90年(平 成2年)10月3日,東
西 ドイ ッ は統一 し,翌91年12月26日,ソ 連 が 崩壊 。 米 ソを 当事者 と した政
治 ・経 済 ・軍 事 ・イデ オ ロギ ーな ど様 々 な面 で の対 決 で あ る冷 戦 は,社 会 主 義
体 制 の敗 北 に終 った。
これ は,資 本 主義 の勝 利 とい うよ り,一 党 独 裁 の共産 党 の支配 体 制 に崩 壊 の
原 因 が あ った とい うべ きで あ ろ う。 日本 共 産 党 もそ うで あ るが,党 首 は絶 対 誤
りを犯 さな い教 祖 的存 在 で あ る。 教 祖 が宗教 の本 来 の 目的 で あ る霊魂 の救 済 の
枠 を こえて,俗 世 の権 力 獲 保,維 持 を志 向す ると き,オ ー ムの例 を み る まで も
な く宗教 は救 い よ う もな く堕 落 を始 あ る。欣 求 浄 土,厭 離稼 土,教 祖 様 の御 命
令 な ら喜 ん で死 地 に赴 く。 イデ オ ロギ ー集 団 はそ うい った意 味 で,政 党 で あ っ
て も宗 教 集 団 と同 じで,党 員 は い ざ知 らず,党 員 外 の大 多数 の国民 は出 口の な
い閉塞 状態 に落 ち入 るので あ る。
米 ソの冷 戦 の 当事者 た る米 国 が,ソ 連崩 壊 に よ り資本主 義 の チ ャ ンピオ ンと
して,善 意 を も って世 界 を リー ドす る事 は結 構 だ が,資 本 主義 の ア ンチ テ ーゼ
と して,何 故 社 会主 義 が興 隆 し,今 日,昔 日の 力 はな い とい って も・EUに も日
本 に も社 会 主 義 政党 は存 在 し,中 国始 め社 会主 義 国家 が今 なお存在 す る とい う
事実 は重 く受 け とあ る必 要 が あ るで あ ろ う。
市 場経 済 は,一 共 産 国家 た る中国 に お いて も進 め て い ると ころだ が,一 その
国 の文 化経 済 基盤 によ って そ の発現 形 態 は異 な るので あ る。
米 国 は ヨー ロ ッパ か らの宗教 的 ・政治 的 ・経済 的亡 命者 を 中心 に,多 数 の人
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種混 族 の移民 によ って成立っ多民族国家であ り凍 洋
,西 洋 と異 って,独 得
の歴史的 ・宗教的 ・文化的基盤 を持 たない
。 そ こで米国が多民族統合の イデオ
畔 一と してかかげたのが・独立宣言 の 「自由 と平等」であ る.そ れは政治 に
お いて眠 主主義 繍 において1ま自由競争
,社 会 において は,個 人を最高 の
存在 とす る人権 の尊重が国是 となった。
自蟻 争 は・繍 学 にお いて アダムス ミス以来 の市場繍 の基本原理 である
が・ それが文字渤 実行 されて いるの1ま
,ア メ リカにおいてであ る.舳 競争
の前提 は・誰 にで も公平 にチ ャンスが与 え られて いること
,誰 にで も参加 で き
るよ う開放 されている こと・ そ して競争 は フェアーであ ること。 が,重 要 な条
件 となる。
規制 で固 め られ畑 本経済 に・米国が強 く規制徹廃 を迫 る理由 もそ こにあ る
が沽 典的資本蟻 で凡 ての人が湘 こな るか というとそ うではない
,優 勝劣
敗 の法則 が凡 ゆ る階層 に働 くか ら同 曙 層 で も緊張を緩 め ると所得 は低下 す
る。現在の米国 は,中 産階級 が没落 し,底 辺 にいる人が益々窮乏化 してい ると
いわれ る。企業 の都合 によって簡単 に レイ ・オ フす る米国 のや り方が必 しも
い
いとは思 われない。 日本的経営 システムの崩壊 が叫ばれ る今 日
,民 族 の伝統 と
文化 に根 ざ した人的資源管理の システムを市場経済 の中に どう瀦 築 して い く
か。負 けて はお られない。
(6}日 本経済 の成熟化 と大競争時代
バ ブル は じけて落 ち入 った平成不況 は
,従 来 の景気循環 と日本経済 の構造変
化 とが重 った複合要因 に基づ くものといえ る。
95年 に瞬間風速 とはいえ一時,1$90円 を突破 した円高 は,97年 現在120円
とな って基幹産業の収益 はよ うや く恢復 した。しか し,4月 よ り消費税が3%よ
り5%に ア ップすることによ って5兆 円,2年 続 いた特別減税 の廃止に よって2
兆 円・計7兆 円が家計 を圧迫 す る・ それに公共投資の減 も加わ って景気 の先行
きに不透明感がぬ ぐえない。
急激 な円高 は我が国 の輸出産業 の競争力 をな く し,産 業 の空洞化 や,今 まで
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手 っ かず で あ った ホ ワイ トカ ラー,特 に中高年 に深 刻 な リス トラを余儀 な くし
た。 一方 消 費 財 にっ い て は円高 に よ って安 価 な商 品 が海 外 よ り流入 した結 果,
価格 破 壊 の嵐 が吹 きあれ た。
た だ非 貿 易 産業 や金 融 にっ い て は手 厚 い保 護 や規 制 の もと,高 コ ス ト体 質 が
そ の まま残 って い る。
平 成不 況 が意 味 す る と ころ は,明 治 この方 欧米 に追 いっ くこ とを 目標 に走 っ
て きた 日本 が,今 や完 全 に追 いっ き成熟 化 段 階 に入 った とい う事 で あ る。 とい
う事 は発 展 途 上国 か らみ れ ば,キ ャ ッチ ア プの対 象 とな って きた と もいえ る。
「日本 の 国 内市 場 の 成 長 率 は,1990年 代 の前 半 期 に,実 質 ベ ー スで わ ず か
1.3%(年 平均)で あ った が,こ の間 の 円高 で ドル ベ ー スで み れ ば,10。5%の 高 成
長 を 遂 げ た 巨大 な成 長 市 場 で あ り,か つ て の米 国 の よ うに,諸 外 国 の輸 出 の
ターゲ ッ トとな って い る。」(注,「 日本的雇用慣行の経済学」p.5、八城尚広著)
ソ連 の崩 壊 以来,世 界 は市 場 経済 化 が進行 し,ボ ー ダー レスの大競 争 時代 に
突 入 した。 企 業 は経 営 の最 適 条件 を求 あ て国 境 を こえ て移 動 し,我 が国 に も空
洞 化現 象 を起 して い る。
また商 品 の価 格 は グ ローバ ル規 模 で,要 素 均 等 化 の道 を歩 み っっ あ る。 イ ン
ター ネ ッ トに よ って,自 室 に い なが ら世界 の商 品 が手 に入 る。 大競 争 時代 と は
常 に商 品 が,価 格 にお いて,品 質 にお いて国 際競 争 に さ らされて い る時 代 なの
で あ る。 日本 が世 界 一 の高 賃 金 国 とい う事 は,生 産 性 をあ げて人 件 費 コス トを
下 げ る こと は勿論,関 連 す る資材,物 流 エ ネル ギ ー凡 て の コ ス トを下 げね ば
な らな いQ
規 制 で守 られ て い る金 融 や非 貿 易産 業 の規 制 徹廃 を図 らね ば,国 際 競争 にお
いて生 き残 る こ とは出来 な い。
2人 的資源管理 の修正 とその方向
(1}経 営理念 の修正の方向
従来の 日本 の企業行動 は,企 業 の継持発展,す なわち,そ れを示す売上 げ,
業界 内 シェアの上昇 にあ りi大 きな利潤 を上 げることは・左翼 より搾取 して い
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ると非難 の的 にな る し またベ ースア ップや労使 の交渉 で
,労 鯛 合 よ り 「従
業員 に報 いよ」 と迫 られ る事 になる。
それに対 して アメ リカの場合,企 業活動 の目標 は利潤最大化 であ り,株 主 に
それを還元 す ることである。事実・平均的 な利潤 は日米間で3～4倍 の開 きがあ
る。 こうい った観点で企業 も簡単 に売買 の対象 とな る
。
ア刈 力の場合 燗 もまさに原料 磯 器類 と並ぶ資源 の一種 であ って景気
の変動 に応 じレイ ・オフされ る
・mプ ンな労働醐 と相 まって,流 動的 な雇
用関係 にあ る。
臥 が その職務 にあ るのは・ その職務遂行 能力 が職 責 にマ
ッチ してい ると
自他共 に認 めているか らであ って,自 己の能力が職務 の必要 とす る能力 とア ン
マ ッチである場合・それに釣合 う職務 を求 めて,昇 進或 いは他社の良 い職務 に
移動す る。反対の場合 は降格 レイ ・オ フとい う事にな る
。職場生活が このよ
うに緊張関係 にあるという事 が調 人 の生産性 を高 め る事 にっ なが る訳 で競争
社会の メ リッ トといえる訳 だが}一 方完全競争 を仮定 し場 合洞 僚 は皆 コ ン
ペチター となる事 も事実 である
。
ここで は,企 業 と従業員 の関係 は全 く契約 で結 ばれた関係 とな る
。
これに対 し,日 本の場合 は,学 校を出た新卒 が定年迄働 くことを前提 と して
轍 とい うよ り就社 し・蝶 側 もそれを期待 して,一 生涯 その能力 を発拙 来
るよ う0・J・TやOFF・JTを 通 して能力 を開発 す る
。 日本 的経 営 の柱 の一
つで ある終身雇用 はこれであ る
。
企業内 の従業員 はa蝶 の経営理念 を実現す る集団 の一員 と して
,会 社 と共
存共栄 を はか る。
こうい った経営理念 も,最 近 あや しくな って きた。超 円高で,決 算 は大赤字,
このままでは企業 は潰れ るか も知 れないと背筋が少 くな
った とき,会 社 は先 づ
儲 けねばな らぬ と思 い知 った・企業 力i生誕 びる為 には儲 けねばな らぬ
.儲 け
るために は国境 はない。産業 の空洞化 はこ うして起 った。
だが市場経済 は フェアであ りさえすればそれでいいのか
,米 国 な ら株主,日




企業 には従業員 との関係 ばか りでな く,麟 との蘇 地域 との関係・国家
との麟 更 に地球 まで及 ぶ環境 との関係があ る・21世 紀の企業 はそれ にふさ
わ しい理念 を こそ先づ打 ち出すべ きで あろう。
経営理念 は人的資源管理 の基本 なのである。
公害問題 で世 間 に迷惑 をか けた反省 か らも企 業 中心 か ら脱却 して縮 齢
は,① 国家.繊 を含 めた社会 に対す る貢献 ② 良 きn市 民 として地域 との
嬬 ③駆 の創造 と靴 ④燗 鞭 の経営(燗 の基本的欲求の充足を目指す
経営),⑤ 省 資源 省 エネルギー 環境 に優 しい縮 を齢 とすべ きで あろう・
こうし鯉 念を顛 す るために諏 しい縮 倫理を磁 し費用 と効率 の原則 に



























2年 未満2-4年5～9年 10～19年20年 以上
(勤 続年 数)
B.事 務 ・管理 ・技術労働者
2年未満2～4年5～9年 10-19年20年 以上
(勤続 年数)
(出所)「 経済 白書」(1996年 度版)
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② 日本的雇用慣行 の修正 とその方 向
終躯 用 と称せ られ る躰 の長糎 用慣行 の実態 を米国や ドイ
ツと比較 した
ものが図4で あ る・ 躰 で は長鵬 儲 の比率 は高 いも
のの,あ くまで欄 的
な差に とどま ってい る。
いわ ゆる終躯 用制度 とは
・入社後定年で退職す る迄 従業員 を雇用す る制
度 で・基準法 にい う雇用鯛 の定 めのなし、従業員 を対象 とす る力捌 段
雇用契約 を結
んだ訳 ではない。
終身雇用 につ いては陣 功刷 企業別労鯛 合 と共 に日本的経 営
の三種 の
神器 と呼 ばれているが・ その起源 につ し、ては::治 にな って会社 が出来 たとき
「社員」の身分 を もつた会社 と唇歯輔車 の関係 にあ る層 に始 ま
り,そ れ雌 社員
に及 び・現場 の職工 に及 んだのは汰 正 時代 に入
ってであった.第 歌 世界大
戦 による重化学ー の勃期 に洛 社 を1歩 いて い熾 工の足留
めと戴 工
の定着対策 と して始めた定期昇給 退職金等の勤纈 励策
が ブル ーカ ラーに対
す る終身雇用 の始 ま りであ る・それはま纈 発す る労働糠 の防衛 と して当時
の脳 的労鯛 合 を分断 して
y業 内従業員 の組 織へ と再 織 す る政策 で も
あ った。
この経営 システムが完成 す るの は戦後 である
。
戦 前 の長繭 徽 策 は経営家族蟻 の家父長的恩胤 温情では無
い)wで
あ っ燃 恩情 の裏返 しとしての家父長的専制政策 と し
ての纏 の燭 を妨 げ
なか った。
戦後労働船 が企業内(も つとも最初は工場毎)組 合 と して誕生 したとき
,組 合
は詮 業 の纏 縦 制限 し
・終躯 用制度 はここに完成 したのであ る
.轍 の
乾 暁 三井炭鱒 の大争議 はすべて解雇 を廻
ってお きている.こ れ は
,当時左傾
して いた労鯛 合が資本 との決戦 と張切 った事情 もあ るけれ ど濁 大
な産業予備軍 膿 村 に控えて いたカ・ら湘 韻 にと
って,纏 は再轍 出来 た
と して も 生活水準 の切下 げにつなが ったカaらで もあ った。
当時 大蝶 は本工 とほぼ同数 の麟 工 や下請工 を抱えていたが
,労 鯛 合
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図5大 卒定期採 用在 籍人員 比率一 甥
皇の線 備/採 用損
社内稼働/採 用人員 〉在籍一社内稼働諜娼向一
し,ま た連帯す る事 も稀 であった
。
このよ うな臨時斑 本 工に転換 し
・ ほぼ ーCitカ ま磯 の篠 員 となるの
は滴 度成 賄 雇嗣 策部 を各企業が設置す る程
の売手 市場 になった ときで
あ った。
表4に 見 るよ うに1986年 の調査 において非正規従業員 た る
パ ー トタイマー
,派遣労鯖
アルバ イ トを使 う見通 しのない企業 は夫々
,24%,56.4%,5。% ,とな
ってお り・数 は と埆 大半 の企瓢 何 らの非正雛 業
員を現在抱えて
いる事は間違 いな い・それでは正規従業員 曜 用 につ いて蝶 はど う考 え
て し、
るだろ うか・1996年 の人員3・ 人以上 の4
,866社 の調査(熊 沢瀦 岩波糟 「能
力主義と企業社会」p.3)で は・「終躯 用 を重視す る」企業 罐 か に18
.9%,「 終
身雇用 にこだわ らない」企業が5・・5%・ 「どち らと もいえ ない」企業が29%
。80%
の蝶 が終=一 一,.用について政策 の変:=考 え
ていること物 語 る。翻
す るにこの回答 は終躯 用政策 を全面的 に変更 し欧米 的罐 用政策
を企図す
るものではな くif用L'置 ・移動昇進 とい っ罐 騰 理 について は従来
勧 内部労働市場 による力腿 職 につ し・て は弾 力的 に措置 した
い.と い う事 で
あろう・図5は ・N社 の大卒定期採賭 の勤続別 の礁 状況図であ る
.1。。%の線
と上 の線 との間が退儲 砒 率 上 の線 と下の線 との間が出賭
の比率 下
の線が社 内に残 って いる者の比率 をあ らわ している
。
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これ によると出向 は割合早 い時機力aら始 ま ってい るが・ この出向は転籍1こつ
なが る出向でな く,系 列会社 を頷 た普通 の緻 と考え られ るが洞 期 の トッ
プが次長 に昇進す る勤続2・ 年 をす ぎたあた りか ら戻 り切符 の無 い出向が始 ま
り選 択定年 の始 まる5・ 纐 退職が始 ま る・とい う実体 を示 しているものの よ
うだ。
終躯 用制 が,永 年勤纈 励の年功序ダ1」と結びっいて発生 した事 か ら沖 高
年層 の齢 と能力 との間 に乖 °'あ る・ もともと不況 による人睡 理 は欧米 と
違 って幅 年 と決 まって いたの もそ こに原因力竃あ った・ それが円高 にな って・
わが国 の飴 が米国 よ り高 くな ったか らたま らない・ 人傾 コス トの切下 げは
幅 年外 しが標的 とな つたので ある・ これ力糊 雇用制変革 の姻 と考え られ
る。
現在 は失業率が3%台 と我国 として は労働 過乗lj状が続 いてい るが・21世 紀
に入 つて後述す るよ うに中高年 はおろか滴 年齢者 も労働力 と して活用 しな け
ればな らない時 に洗 づ年功飴 を修正す る事が前提 となるであろう・
⑧ 年功賃金の修正 とその方向
年功賃金 の慨 は,6・ 歳以上 は年金併用型が主流で あるが・60歳 縮 は現在
までの ところ醐 管酬 度 の改正 によつて修正す る方向 と,齢 制度 自体 を修
正す る方向,と 大 き く二 っの方向 による修正 がある。
(3)-1雇 用管理制度 の修正
雇用管理制度の修正 による方法 は簡単 にいえば出向 と定年前 の退職制度で あ
る。
出向 は出向先給 与 との差額 を負担 すれ1ます むか ら・終 躯 用 の建前 は失わ
ず,コ ス トの負担 は2～3割 ですむ。
定年前 の退職制度 と して一般 的な もの は
①役職定年制…役職別 に定年 に齢 を設 ける。
②選択定年制 …企業 によ って 舳 定購i・ 繍 援助制麟 ・ 内容 は表5参 照・
③早期退職鍍 …例:53歳 とか,55歳 とか の一定年齢 にな った ら原則 として



























。進 路 選 択 制 度
。フ レ ック ス リ
タ イ ア メ ン ト
制 度
。エ ユ ー ライ フ






。96年1月 。全社員 と も45歳 以上
。88年IO月 。組 合員 は50歳 以上
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。全 社員 と も45歳 以上
。全社員 とも50歳 以上
勤続20年 以 上
。組 合員 は50歳 以 上非
組 合員 は45歳 以上
。30歳 以上 か っ勤 続10
年以上
。55歳 以上
。全 社員 と も40歳 以上
59歳 まで
。組合員 は45歳 以上58




ポ イ ン ト年齢
退職 す る畿 その場合再轍 の世話並 びに定年 ま
で勤務 した ものと して
の退職金 の害胤
,再 熊 先 との賃金 の差額 を退職金 に付加 す 碍 企業
によ って色 々の優遇措置を講 じて いる例が多 い
。
この制度 の対象 は役職定年 制のない企業の管職
∫殆 どで 一騰 鵬
の ブルーカラーの適用例 は少 ない
。
(3)一一2賃 金制度 の改正
賃錦 度 の改正 には基本縮 体の_=::こ 能か 業績 を加味 し
て い く職 基
本給 自体 を改訂す る砿 賃金体系の年功給部分 を減 らし
,投 下 した労働 の質
と量 に見合 う分 を多 くす ると償 与 の支払方 を変え 砿
などがあげ られ る.①基本給 自体
の運用で修正 する方法




方法で,毎 年 のベ ースア ッ
プ や定 期 昇給 の積 み重 ね
で も相 当効 果 が あ る こ と
は図6に よ って 確 認 す る
ことがで きる。
② 基 本 給 自体 を改 訂
す る法
基 本 給 自体 の改 訂 で 目
下 急 速 に増 え て い るの は
年俸制 である。調査の時点




図6年 齢 間賃金 格差 の変 化








(出 所)労 働 省 「賃 金 セ ンサ ス」。
50-54歳
よって差 はあるが,平 成7年 で は約15%の 諜 が聯 制を導入 してい る・r
制 は,プ 。野球選手 でお馴染の ように,騨 位で決定す る年r.R示 の賃金制度
でその特色 は定昇 がな く,業 績評価 によって年収 がア ップダウ ンす る・曄 制
であ って も支払 は労醒 準法 の適用綬 けるカ・ら,胸 に支払 われ るので・そ
の点をみれば殆 ど月給制 と変 りがない し,ま た靱 を14等 分・或 いは16等 分
して淵 数 を こえる分 を,そ れぞ償 与 の支給 日に支給 す ることにすれば全 く
月給+賞 与 の形態 と変 りがない。
年俸制 の ポイ ン トはい うまで もな く購 を決 める基準 は何 か とい う事で あ
る.ス ポーッのよ うに業績が辮 で醐 的1こ示 され るもので も陣 俸 には昨年
の業績 に今年 の期待度が力・味 され る.と なるとセールスの場合 は契約率 とか売
上 げ とか激 値 で示 され るか らい㌔・が蒲 螂 門・研究開発部門 は難 し㌧'・そ
こを多 くの企業 は目購 酬 度 によ って,本 人力S上司 とで灘 媚 標 喫 約内
容 の達厳 によって測 る方法 を とってい る・勿論 目標 は一つでな く磯 つ もあ
る訳だか ら,そ の目肝 つ一つ に対 しウエイ トをっ け・ それ 薩 厳 を掛 け合
わせ ると点数 が出る.そ れを合計 して平均値が分 力・る仕組 み・ もっとも評定 を
下 す人 によって個 々に差 は出 る.数 値イヒされた ものを ダイ レク トに評価 につ な



























































員以外詳細 な実績 を把握す るの は困難で
,所 属部署間 で評価 にば らっ きが生 ま
れ る公鄭 あ る・年鯛 導入 は損 の議 改革 を徹底 す
るのが狙 いだが,公 平感 を欠
く評価 が多発す繊 活性化 を狙 った年俸制が逆 に損
の士気 を弱め る
要 因にな りかねない」 部長の業簿 価 システムを構築す る
には鞘 が必要.千出
速 は禁物畑 ・栄一社長)と 判断 した
・同社 は平成8年 咀 管理職 の三分の一
にあたる事業部長 と工嚴 役職定年(55歳 以上)を 迎
えた シニア社員の合言+約
300人 を対象 に年鯛 鱒 入
・ 平成9年7月 には部長級3・・人 も対象 に加え る
計画だ つた・ 同社 は部長級 を対象 に した年俸 制を平成1・ 年
7月 まで噂 入す
(301)
げ るか・ もう一段 階上 の上 司 で調 整 す る
か・人事 で調整す るか
,何 れに して も結果
を本人 が納得す るかが問題 で
,苦 情処理機
関が必要 であ る。
意識調査 の結果 で は制度 自体 の必要性 は
肯定 していて も,結 果には必 しも満足 して
いない。「基 準が不明確」(79
.5%),「 成果 よ
りも理屈 の うまい,声 の大 きい人の方が考
課が良 くな る」 など問題点 を指摘す る声が
多 か った。(日本能率協会 マネジメントセ ン
ター)
事実,三 菱 レー ヨンは,事 業部長級を対
象 に実施 して いる年俸制 を}平 成9年7月
か ら部長級 まで拡大 す る予定 であ
ったが そ
の導入を延期 した。理 由は 「果 して公平 な
評価基準がで きるか どうか」の不安が残
っ
ていたか らであ る。事業部長級 の場合
,社
長 をは じめ とす る役員陣が本人 をよ く知
っ
て いるため・多面 的に実績 を評価
,把 握 で
きる。 しか し部長級 にな ると直属上司の役
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る方針 を堅持 してお り,新 たな評価 システムを作成す るが・公平 で客幽 な人
事考課基準 が設定で きなければ 「年俸制 その ものの見直 しもあ り得 る」(田口社
長)と い う。(日経新聞,平 成9年2月6日)
図7は 旧 本経漸 聞社 が職7年11月1こ 薙 した 「課長臥 ア ンケr」
に基づ く年俸制未導入企業の年俸制の イメージである。
どうい う群 で誰 が評価す るのか陣 俸制 は・本人が納得 で きな ければ逆
効果 にな るだろ う.評 価基動 公開 と,額 ・性・ これが購 制 の鎌 握 る・
③ 年功部分 をへ らす法
賃金 の勒 部分 をへ らす法 として は,飴 体系 に職 務給 ・職能給 や・業績
給(能 率給)を 加 えて い く方法で ある.勿 継 本給 自体 を職 能給 や顯 給 に変
えることも考 え られ るが,我 が国 の場合職 能給 は年功給 に変質す るおそれが
ある。 また業績給 は年俸制 でのべた と同 じことがあて はま る。
職務給 や職能給 を とり入 れる場合藩 本給 との害11合をどの ようにす るか の問
題 があ るが蕩 本給 自体 の もつ年功 の ウエイ トとの関係 で決 め るべ きであ ろ
う.職 務給 は麟 の困鞭 讃 任の重 さ泌 要 とす る知識 繊 を評 価 し洛
鰍(職 階)に 格付 ける締.職 能給 は各人 の嚇 遂行能力を各職 階の必要 とす
る職務遂行能 力によって評価格付 け した給与・ この職能段階 は職 鞭 格制度
と して制度化 されてい ることが多 いカS,そ の場合 は資格給 とも呼 ばれ る識 育旨
給 資格給 は職 務給が櫛 してい る職務 に対 して支払われ る膝 給 であるの
に対 し,属 人給 である。
わが国で は職 務給 よ 峨 能給(資 格給)を::す る諜 が多いが・その理 由
は,配 置轍 でその醸 嚇 給が上 った り下 が った りす る可能性があ るが職
能給 で は昇格 や淀 期昇給以外齪 されて いる事 による・従 ってわが国で は職
務給 は役付給(役 職手当)以 外,余 り採用 されていない。
次 に業績給 は調 梅 の齪 とな ると年俸制でのべ 樋 り渓 施 に は色 々課
題 をかかえてい る。
わが国 における暢 の仕事 は,多 くの場合・ チーム戦 で・従業員 の フ レキ
シブルな職務割 当 と配 置によ って行 なわれてい る。
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カラオケと並んで世界語 とな った 「カイゼ ン」す なわ狛 主 管理活動
による
生産性 の向上 に報 いるには団体業績給(集 団育髭率給)が ふ さわ しい
。
業績給 の支給方式 を賞与 の配分 に使 お うとい うのが
,次 にのべ る賞与 か ら年
功部分 をへ らす方向であ る。
賞与 はもともと藪入 り臓 暮の小遣か ら発生 した といわれ るが盆 .正 月 の
物入 りに一時金を臆 的 に支給 した ものが
,い つ しか年2回,団 体交渉 によっ
て協定 した鑛 を支給 す る事 とな った
.錨 の水準 は詮 業 の業績 によ って左
右 され摩 実赤字 を出 した蝶 の役員賞与 は零 であ るが
,従 業員 には赤字 の場
合で もそ こそ この金額 が出るの は,生 活費 匹 部 に組 み込 まれて いるか らであ
ろう・従 って年功部分が零 とい う訳 には参 らぬが
,賞 与 の配分 は,業 繍 分 を
大 き くすべ きである・最近 の傾向 と して
,部 長 クラスでは,百 万 騨 位の格差
のあるケース も出ているが
・年㈱ の ところでのべ たと礁 ,評 価 の納得性 が
課題 になる・唄 プラスのIIIを っ けるとそれが実績 とな り
,仲 々元 に戻せ な




① 小 さな本社 と分権化 した事業部
本社 は・経営理念の もと・経営戦略 総務 財務
,人 事 技術濫 査 のセク
シ ョンを もつ・財務 は飴 ・財務戦 略
・人事 は組織 ・人事戦略 本社採用者 の
人事管理}労 使関係。技術 は技術戦略,中 央技術研 究所。
技術研究所を除 いてy部 分 の綴 は事業部 に移管 し小 さな本社 を 目指す
。
事業部 は,分 社 出来 る場合 は,分 社化 す る。
分社化 しない場合で も出来 る限 り,分 社化 に準ず る権限 を附与す る。
なお・事業部の業務 と関連 のあ る系列会社
,協 力会社 につ いて はn… 務
に競争原理の働 くよ う,2社 を起用す る。
② 組織 の フラッ ト化 と中間管理職
組織 の縦割 りは・仕事 を出来 る丈大 ぐくり1こして部 と し
,部 長をお く.部 の
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中 にどう して も騨 的 に仕事 があ り,そ こに騨 的に人を配置 しなければな ら
ない場合,課 を設置 し,課 長をお く。
企画調 査瀾 購 の恒常的で ない業務 カミ発生 した場合 その都度適 儲
を集 めてチームを作 り,そ の中で リチ シ ップのあ る者 を選んで注 査 とす
る.例 えば新商 品の販路 を開拓す る場合・ その商品を醗 した技儲 セール
スのベテラ ン,将 来その商品の販売硝 都 どでチームを作 り販路 の開拓 に当
た り,成 功 した らチームを解散す る。
「電 子 メールや イ ンターネ ッ トなど譜 及 している21世 紀 には燗 管理職 ま
い らない.」といわれ る.そ の舳1ま 組糊 の事務連絡 は繍 の トップと現場力a
直竸 子 メールで行 う方が ス ピーデ ィだ し間違 い もないか 帥 間管騰 はr・tea
にな るとい うのである。
確 かに情靴 社会 の通信手段 が湘 織内情報 の流 れや・ ネ ッ トワークに大 き
な変革 を もた らしつっ ある ことは否定 出瓢 ・・ しか し トップが中間管職 を
廃止 したばか りに現場か らの情報 の洪フkに対処で きず.p局 中囎 購 を復活
せざ るを得なか った とい う実例 がある。
問題 は,部 の受持つ仕事 の広 さと,部 下 の数・ もう一つ はアウ トソー シング
出来 る仕事 があ るか どうかだ ろ う。
外部 に委託 出来 る業務 は,社 内で行 う場合 との コス ト比轍 行 った上で消
利で あれば どん どん社外 に下 ろ し,そ の臆 を借 りるべ きであ る・
その上で部下 の数相 分で コン ト・一ル出来 る範囲 な ら中間管鰍 は必要 な
いか も知 れない.特 に一部一課 の串束llし繊 の中間管騰 は不要で ある・
ネ ッ トワー クを使 って,部 下か ら情報 を吸 い上1デ・紘 一人 に直接指示 を出
図8部 組織の例
回 回 回
職 囎 脇畑 。応 さ
(担当業務が異る)(同じ仕事)
回 は部長 口 は中囎 蝋 ・ はス タッフ ・専 門職 ◎ プロジエク トリー ダー
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す事 の出来 る限界 は何人か・ 部長 クラスともなれ1ま,社 外 との連織 衝を電子
メールだけという訳 には参 らないだ ろう
・私 は訊 で管理出来 る限界 はせ し、ぜ
い15人 止 りだ と考えている
・大 ぐくりの部で,仕 事の鯛 が多岐 にわた る場合
恐 らく図8の よ うな組織が考え られるだろ う
.こ の場合 スク リ_グ を行 な
う[燗 管職 の役割 は大 きく変化 す るもの と思われ る
。
② 考課
中間管職 並 びにプ・ジエク トリーダーの中力aら将来 の部長 が出 ると
いう
事 を考え ると・その考課 は・①情報 ツールを駆使出来 る勧 .② あふれ る騰
の中か ら適格 に仕事 に活用す る能力
・③ リーダーシップ.④ 人格.と な ろう。
「情勲 適格 に活用す る能力」とは
a謙 虚 に情轍 受 け とめてそれ を仕事 に活 力、
す事 をいっている・ とい うのは
・ この前の戦争の苦 い経験が あるか らだ
。
躰 が煉 亜戦争 に突入す るのは… ルノー ト臓 の経過 を見れば
Rf立国
と して・ ま ことに己むを得 ないと駒 ナれ ど
,そ れに至 る前 の騨 参謀本部 の
ミス リー ドは許 し難 い・酬 のa武 官(こ れは公式的スパイである
.)轍 こ英
国'綱 の駐在館 は礁 な情報を参謀本部1こ送
っていたのであ る.そ れを参
謀本部 のお偉 ら方 は消 分 の考えに役立 っ情軸 それ 駐 に ドイ
ツか ら送 られ
て きた らしいがmみ を とりあげ泊 分 の考 えに合わない情報
は弊履 のよ う1こ
捨 てて しまった というのであ る・情勲 謙虚 に受 けとめT報 を して語 ら しめ
ば・ あの鰭 な戦争 は起 きなか ったで あろ う
.得 て して有能 な人程情 報 の活
用で はな く情 報 を操作す る危険があ る
.こ れ姻 について も,会 社 につ いて
も進路 を誤 まる基であ るだ けに厳 しく評価 しな ければな らなし
、。
評価 の中 に 「人格」 を入れ た理 由は何 か
.戦 後 の教育 は日魏 だけが悪 いの
で はないのだろ うけ叱 知育だけで鮪 は忘れ たのではな く
,鍵 的 と して
あえて排除 した・例 えば辮 行
・ これは 「親 に孝行.::す のは,燗 の本来 の
性 だか ら・ あえて教 え る事で はない」そ して 「子供 も調 の人格 だ
か ら尊重 し
なさい・たたいた り してはいけません」と言
ってPT蒔 襯 に謝 した
.緻 ま
先生様 の云 うことだか ら間違 いなか ろうとい う訳 で
,個 室 を与え,甘 か して育
(296)
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て た。 その結 果 はどうか。
子供襯 に孝行 櫨 す とい うのは,人 間本来の性 で はない・燗 も動物 だか
ら渤 物 を見 れば分 か る.燗 はそれを値1千年 もかけて・「親 に孝 に・兄弟1こ友
に,夫 婦相和 し」 と躾 けて きたのであ る・だか らこういう道徳律がな くな った
途端 動物 に戻 って,親 を殺すな どとい う事 も平気 でや るようになる・
また幡 躾 なければ いけない幼児 の日寺代 に甘 やか し/'7s育 てたっ けは・「人
の物 は盗 らない」「人 に迷惑をかけない」「挨拶 をす る」 とい う燗 と しての基
本的 な躾 もn校 生 に出来て いない ことに表 われてい る・臥 蟻 ではな くて
利 己主義。
分 か らなければ何 を して 備 わない,と いう鵬 は・詐欺師 も国会灘 にな
り,役 所の トップとい うエ リー トも地位 を利用 して・金 を儲 け るとい うこと1こ
なる.「 李下 に冠 を正 さず,桃 里 に履 を入 れず」人格 は部長 になる者 に とって・
必要不可欠の評定項 目であ る。
(3)雇 用管理
日本的雇用慣行 は前述 の働 沖 高年 の賃金問題力樋 大な変範 迫 られて
い る。雇用 の安定 とい う長所 を残 しっつ どう変えてい くべ きか。
① ホ ワイ トカラー(大 卒社員)
終躯 用の対象 は,綜 合職 に限定す る.綜 合職 は大卒以上 の定縣 賭 とす
るが沖 途採 用者,或 いは搬 職採用で あ って も 能力 があれば綜合職 とす る・
搬 牒 務 は,な しうる限 り外部 に委託 し派遣社員で賄 うもの とす るが・部
署 によ って は1'職 採用 を定期 槍 め随日寺行な い職 場 のベテラ ン砂 獺 成
す る.(例 えば営業マンを内で支える渤 者とか・資材,..に おけるヴエンダーの活き辞
引など)そ れ以外 は,欠 員の都度契約社員を採用す る。
従来,大 学卒定期採用者 の採用基準 は将来の管騰 候補 とい う事で あった・
高度成長期 に糧 に とった大学卒 を終躯 用を前提 として企業 の限 られた役職
ポス トへ の年功 的昇進 させ る事 にな ると必 然 的 に役職 ポ ス トが不 足す る・勿
論 この要請 に応 え るため には,企 業 の右肩上 りの成長拡大がなければな らな
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い・事実蝶 の成長 を彼 らが支 えて きたの は否め な
い と して も孫 長 課長 ポ
ス トまではと櫓 その上 の次長 部長にな ると
,こ れ は もうお手上 げである。そ
の結果 は繊 の細 分化 徽 階層 の重層 化 で動鞭 化 に落入
らざるをえ な
い・職 の判頓 うのに縦系列丈で
・係長 課長代理 瀬 娘 部長代理
部長 担 当聯 役常務 専務 副脹 社長 と判力ご11つ いていた と
い う話 もあ
る・ これに関係 のあ る協 .一:'署の判 を貰 うと3・位 の判 がつ いていた とい う笑
話 もあ る位。
前述 したよ うに組織 はス リムで フラッ トを 目指 さなければな らな
い.と なる
と・綜餓 明 標 は広 く深 噂 騰 であ り
,マ ネー ジャーはその中で特 に リー
ダー シップのある者 を少数 つ けてい くとい う事になる
。
綜合職 の能力開発 につ いて・小池和男教授 の説を中心 にのべたい
。
小池鞭 の説 は旧 経 の 「や さ しい経済学 欄 に 「大卒損 の人欄 発
」 と
して6回 にわた り連載 され た ものであ る
。
教授 は汰 卒韻 の能力開発を・「広 く深 し噂 門能加 こおかれ る
.従 来の大
卒社員 は・将来 の管職 それ も課長以上 に育旨力醗 の目標 をおい
て いた.し
か し大轍 ホ ワイ トカ ラー男子 の過半数 を超 え る大蝶 にあ
っては洋 歴年
功昇進 によ って・管職 の肥大 化傾 向を もた ら し
,そ れが リス トラの対象 と
なったのであ った。
大卒社員 の目標 を 「広 く深 い朝 能力 を もっ縛 門職」 におかざ るを得な
し、
の力槻 在 の実情であ る・ またその ことカaホ ワイ トカ ラ吻 生醗 を国際水
準 にまであげる方策であ る。
小池教授 の考え は次 の通 りである。
広 く深 い専門能力 は・「仕事 のキ ャリアという形 を と
って形成 され る.遅 い昇
進 とい う腰 な特徴 をふ まえれば 現代 のキ ャリアは二 っの段階 に分かれ
る。
最初15年 ほ どの昇進 の個嵯 が あま りつカ・ない醐 と
,そ れ鵬 急速 に絞 ら
れ てい く時期 である。
第一騰 の技能 は二っの レベルに分1ナてみ ることが大切で ある





基 鶴 門 レベ ル と は,専 門 領 域 の な カ・の一 つ の小 分 野 を こな せ る水準 を い
う.入 社 して3-4年 程 度 で,例 え 腱 築 施 工 な ら・あ るマ ンシ ョンの施 工 を担
当 で き る とい う こ とで あ る.そ れ は容 易 な ことで は な い・ 土 工事 仮枠 か ら・
嚇 左官 な ど仕 上 げ まで樋 り経 糺 ノ1・さな現場 を担 当 す る とい うこ とな
の だ。
高 麟 門 レベ ル とは薄 門領 域 内 のす べ て の小 分 野 を広 く・ そ して深 く経 験
し,そ れ を こな せ る水準 を い う」
私 な りに これ を解 釈 す る と,入 社 して15年 とい うの は'1T長 を経 て課 長 に昇
進 す るまで の時 期 と考 えて 良 い.一 般 に大 卒 は係闘 進 まで1啄 課 長 昇 進 ま
で15年 といわ れ る。
4。歳 にな って 課 長 に な らな い人 の将 来 はrに 余 り明 る くな い と思 わ れ て
い る。
少 供 入社 して1・ 年 で は基 鵬 門 レベ ノレを卒 業 して高 麟 門 レベ ルの能
力 レベ ルに到 達 す るよ うに もってL・か ねば な らな い とい う ことで あ ろ っ・
こ う した二 つ の水 準 樋 じた主 な キ ャ リア形成 方 法1こつ い て・小 池 搬 は・
次 の よ うに のべ られ る。
そ れ は 「。JTで あ る.朝 領域 内で 数年 毎 に小分 野 を移 動 し,技 能 を身 につ
けて い く。
なぜ 。JTで あ って,・FF・JTで な いの カa・現代 の最 先端 の牒 の一 つ・ シ
ステ ム エ ンジニ アを と って み よ う.多 くの専 門 学 校 が あ り・OFF'JTで か な
り技 能 が形 成 さ れそ うにみえ るか らで あ る。
ソ フ トウエ ア ハ ウ ス の話 で は,シ ス テ ム エ ン ジニ ア の技 能 で最 種 要 な の
は瀬 客 の業態 を蜥 す る能 力 だ とい う・ 単 に プ ・ グ ラムを か け る よ う システ
ムを設 計 す るの は,ど の シス テ ムェ ンジニ アで もで きる・ 差 が生 じるの は・対
象 とな る業務 の流 れ の分 析 にあ る.分 析 が下 手 だ と コス トがカ)さむ・蜥 に教
科 書 はな く,似 た業種 の さ まざ ま な事 例 を多 く手掛 けて経 験 を積 み・ 工 夫 を重
ね る以外 にな い。
。FF.JT-=教 室 訓 練 は齪 的 だ カa欠 か せ な い・ と りわ け藩 礎 専 門 レベ ル
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で はか な り聾 となる・各醐 領域 ごとに泌 要 な職 を ・FF .JTで 勉強 し
なければ な らない・実際 には一 級建築士 の受騨 備
の 一 スが それにあたる
.それ はあたか も建
築蹄 習得の出 ずのよ うに思 われ るが
,実 は建 築施工技
術の,い わば土台であ り,出 発点 なのだ。
ただ し こう した資格試験 を もつ職業 はまだ少 な く
,こ れか ら短 い 。FF.
JT　 スを用意 しなけれ ばな るまい
・残念 な誤解 は資格 こそ真 の技囎 得 の
すべて とみ 硯 方であ る・資格 はその上 に敲 塘Fq技 能を積 み上 げるべ き土
台 にす ぎない。」
.ま ことに適切 な囎 であ り・恐 らく現在 の蝶 の多 くは21世 紀 に向 けて,こ
っ した広 く深 い朝 能力を持 つ醐 職 のキ
ャ リア形成 につ とめっっあ る段階で
あ ろう。
ただ小池教授 の専門職養成 のキ ャ リア形成舷 すな
わち専門領域 内で辮
毎 に小分野 を移動 し・技能 を身 につ1ナてい く方法 は洞 噂 門領
域 で,ホ ワイ
トカ ラーが多人数 いる繊 では
・働 てLiで あ る.し か し
,も っと効率的 と
思 われ る方法 を招介 したい
。
私 自身 のことで恐縮 であるカa私 は入社3鮨 に
,従 業員約2千 人 の工場 の
人事係 に配慮 された・人事係 は所長醜 係長 の もとに企画担
当が私 他 は高校卒
事獺 男刊 好3 ,計5人 ・人事 は組織及 び獺 の煽 給与鍛 の管
理運営 本社か ら稀 席 考課 資格 給与 の制度 関係
,飛 昇格 昇
給 　 スア ップ等 ・色 々な会議 の招集 が
,本 社 や,労 醜 準局等 の関係団体
か ら来 るが孫 長が出な ければ し、っ も出 るの は私一人
.そ れ に対 して洞 じ会
社の各事業所 か らはその都度違 った人が出て くる
。
ところが こち らは訊 だか ら
・鍍 相互 の関係 や労使の関係が分 か るか ら
,給与だ
け・人事だ けとい つた燵 の視野 の狭 さに驚 くし
,ま た小 な りと雛 も事
業所 を韻 って発言す る訳 だか らいやで も勉強せ ざるを得 な
い.当 時 の係長1こ
今 日まで頭が上 らない所以 である
。
中小蝶 にあれば いやで も広 い専門職 になることは蘇 る力砿
くて深 し、
とな蝋 リ{外 にその人 を得 礪 ・FF ・JTで 自ら勉 強す る郵 腰 と
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な る.私 には大企業 よ りも中小企業特 にアウ トソー シング^,分 社化 した企
業が却 って専門家 を21世 紀初頭 こ養成 して いると思 われる・
なお,入 社後15年 た った広 く深 い能力を もっ縛 門職 の第2段 階について・
小池教授 は次 のよ うにのべて お られる。
「第2賭 で は,ご く一部がゼ ネラルマネージャー として昇進 してい くが汰
多数 は主塒 門の まわ りに副轍 をっ くり・更 に専門 を広 げてい く・
深 く広い専門能力 は高年齢 国際イヒに も粉 に対応出来 る・ こうし縛F『
能力の強調 こそ旧 本 の大卒 の人材形成の左艮靴 考 える・」
全 く同感で あ り,高 学歴化 の今 日汰 卒社員の生 きる途 は これ以外 にない・
今 これをブ レー クダウ ンすれば 第2鵬 とは・今の課長就任・将来 は課長
相 当専門職就任がその始 ま りとな るであろ う・年糊 には・ほぼ40歳 頃 と考え
れば,ま だまだ能力 は開鯛 にあ り,高 鱒 門職 として国鮒 こ通用す る専P『
職 とな るであろ う。
ただ燗 には 「老ゆれば鯛 曙 えもあり・老縣 を必要とする45歳 礎
が能力 の開醐 となる.能 力開花期以降 は如何 に してその花を枯 らさないよ っ
にするかが鍵となるが,ま 罐 肚1ま それ以降が終躯 用の一つの屈折点聖
る.こ こで離 の専門能力を もつたゼ ネラノレマネージャーと して歩 む者 と渦
度 の専門家 として残 る者 は終躯 用の軌道1こ乗 る・それ以外 の都 大体50歳
位 の間 に グループ会社 に出向す る者以外・選択定年制 により自 らの途 を歩岬
とな る.何 れ に して も離 専門 レベ ルの肯肋 の持 主丈 に再轍 は容易 で あろ
う0
なお賃金 は,45歳 で昇纈 打 ち,そ の後 は・朝 技能 に応 じた糎 別齢 と
したい。
② ブルーカラー
ブルーカ ラーは高卒糊 採用者 を現 場技能 の後継者 として育成す る・ その
蝪 の核 とな る職 場 は淀 期採用者 を始 あ・欠員採用 の正雛 業員 を以て涜
当す るが凋 辺業務始 め,社 外 に委託 出来 るf士事 は・系列会社脇 力会社 に委
託す る.な お洞 一業務 につ いては潮 争_..r.rを働かせ るため・2社 を起 用す
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図9甜 者の就鵜 欲(何 歳 ぐらいまで働 きたいか)
50歳 くらい55歳 くらい6・ 歳 くらい65歳 くらい
7・歳 くらい 働 る限 りず っと そ麓 らない
総 数
男肇




(鑑 朧 篇 馨轍 纒 姻査」㈱ 鯛)
就業 ニ ーズの多様化(60～64歳 男 子)
内職
雑㍊ 態 ・多驚/
(資料)労 働省政籟 査部 「平成4年高年齢者就業実繍 査」10⑪(%)
る・更 喫 約 韻 ・パ ー トですむ鯛 は極力 こうした労働 を活用す る
。な
おy正 規従業員 の定年 はホ ワイ トカ ラーを含めて65歳 とす る
.定 年後 も本人
が希望すれば 健膨 断吐 働 く能力 のあ る鮪 は再雇用
す る.図9で 見
るよ うに高齢者 の就業意欲 は旺盛 である
・労働力不足 の時代 是非高瀦 を活
用 したい。
賃金 は・45歳 鵬 職種別技能別1こ頭打 ちと し
,6・ 歳以鮪 年能率診断の上
賃金 を決め るものとす 礁7・%を 下廻 ることのないよ うにす る
.な お,65歳
以降 について は年金併用型 とす る
。
③ 女子労働力
好 労働力 の活用 に聖域 を設 嚇 凡 ゆる職域 で活用 す る
.た だ少 しで も子
供を産み・育 て易 くす るため次 の措置を とる
。
一 っは
,保 育所 を職場 の近 くに設置す ることを義務づ ける
。
一つ は
・ 子供 の脳神経細胞 の形成 に当 っては3歳 迄鰯 負なので
,3歳 まで
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の期間 は,産 前.敵 の休暇 に加えて2年 間の保育休暇 を与 え るか・在宅 テ レ
ワー ク勤務 とす る。
企業 もその間,保 育手 当を支給 す る。
なお退 職 した胎,硝 てが終 った ら元 の暢 に復儲 来 る制度 を作 る・
④ 国 に対す る汗 の奉仕
マ レーシアで は儲 の非行 を防 ぐために徴兵制 に似た強制 的姻 獅 仕制度
が導入 されるそ うだが,日 本で も2・歳前後の1鯛 ・そ ういった制度 を作 って
はど うか,と 提案 したい。 ドイッ も良'心的徴兵忌者 には・国士鰍 等 蟻 務づ
けてい る.日 本 も1鯛 泊 鰍 介翫 国士齢 海外 ボラ ンテ ィアなど
国 に対 す る汗 の奉仕制度 を提案 したい。
(4)就 業形態 の自由化 ・弾力化
定 め られた騒 鋤 の中で淀 め られた始業時間か ら終業時間迄 とい うの
が,つ い最近迄の就業管理 であ った・し力槻 在で は労鶴 間のiと 並んで・
雇用形態 の多様化 に対応 した労働時間の多様化 人的資灘 用の効率化 を求 め
労働時間 の弾力化 ・舳 化 と共 にテ レワーク等 の柔軟 な就業形態が逐次企業 に
認知 されつつあ る.恐 らく21世 紀初頭 には・労働時囎 理 の 舳 化 弾 力化 と
共 にテ レワークが ホワイ トカ ラーの就業形態 の一分野 として相当の比率を もっ
て普及 している もの と予想 す る。
① 労健時間の短縮 と弾力化
職9年4月 よ り今迄経 過措置 のあ つた物流業界等 を含 め週40時 間制 に
完全移行す ることとな った.目 標 は年間実労時間18・・時間で ある・21世 紀初
頭 には この 目標を達成 して いるか どうかであるが漣 前 としての終躯 用制1ま
存続 してい ると予測す るか ら恐 らく達成 していない と考 える・雇蔽 定 の安全
弁 は,ま つ第一 に残業 で操作 され ると考 えるか らであ る・
その代 り労 爾 間罷 の舳 化 弾 力化1ま更 に進んでいる と見 る・ 具体的
にフ レックスタイムi形 労働時間制,み な し労鵬 間制 の活 用が一般化 して
い るであ ろう。
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② 就業形態 の柔軟化
産業革命以来 の工業化社会 にお いては
,]二 場 ・事務所 に通勤 して仕事を し
り
その報酬 と して賃金 を受 け聡 という働 き方 力搬 的
である.戦 前は自宅で
商売 を営んでいた商店 主 も・最近 は少 し規模が大 き くなると店 と自宅 を切 り離
し通勤す るよ うにな ってい る
。
しか し 駈 職場 に醐 とい う働 き方1こ対 し
,テ レワークとい う就業形態
が注 目を集 めっっあ る
。
ア レワ}ク その ものの誕生 は7・年 代の エ ネルギ ー危機 の時代
,。 スァ ンゼ
ル スでマイカ遍 勤 を見直す動 きが き
っカ・けにな つて誕生 したとされている
。
国惣 聯 勤 い蝉!甲二轡罐 滋 爵
によ って テ レワークの雛 母体や狙 い1まそれぞ撰
って いる。
米国で は深刻 な交通雛 大気汚染 に対す る州政府 や連緻 府
の公的 サボ
ト・姻 で は失業対策 地旛 性化帽 的 で現 在雛
しているテ レコテージ
は150を 超え る・ フランスは失業対策 自国nの 国騰 争
力の向上凋 土 の
黎衝のとれた開発などを目標にかか1尤 躰 の国土庁に当たるDATAR縮
が テ レワー ク縫 に手厚 い補助金 を提供 して いる
(以上の資料は日繍 聞平成9
年3腱 載中の 「繍 灘 コース ・テレワーク」より)
。
躰 にお いて は民間蝶 の手 によるサ テライ トわ
イスの実験 とい う形 で
80年 代 に始 ま つ燃 その狙 いは長時間の醐 な らぬ繭
の緩租 当時バ ブノレ
の影響で暴騰 して いたオ フィスコス トの騰 創造膿
力離 業 にふ さわ しし、
職場作 りへの鵬 もあつた とされている
・結果 的には蝶 の情報 システムの遅
れや・経営者 の認識不足等 もあ って
sバ ブノレ臓 と共 にこの実験 は消え去
った.
ところが90年 代 に入 り凍 京へ の一鹸 ヰ・の弊害 に対 す る反省 と し
て92年
6肋 肪 都市拠 点法を手始 めに地方轍 を雛 す る複数
の政策 が郷 政省の
テ レ トピア離 とか耀 方 にお けるテ レワ0ク セ ンターの設立 と して w｠+・・ され
て いる。
最近 はパ ソコ ンの甑 イ ンタ0ネ
ッ トやイ ン トラネ ッ トや電子 メー痔
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企 業 の情 報 シス テ ム構築 の進 展 と共 に,テ レワー クに関 す る関 心 が高 ま りつ つ
あ り,躰 サ テ ライ トオ フ ィス協 会 の 「躰 の テ レワー ク人 嘲 査 研究 報 舗 」
(96年 度版)に よ れば ホ ワイ トカ ラー正損 の4%強 が週 一 回 以上 テ レワ ー クを
行 って い る とい う(以 上前掲 日繍 聞 「礫 コース ・テレワーク」)・諜 に お け るテ
レワ ー クが 注 目 され て い る の は,生 産性 の向 上,人 材 の活 用(身 体障害者や,子
育てにある婦縦 業員),通 勤 時 間樋 勤疲 労 通 勤費 用 の削減 等 で あ る・ テ レ
ワー ク も既 存sの 有効 利 用,例 え ば英 国 の テ レコテ ー ジで は地 元図 書 館 の空
き スペ ー ス,学 校 の空 き教 室 が多 い し,自 社 施 設 の遊休 スペ ー スの利r｠｠｠
設 に金 を か けな い事 を原則 と して,「 椛 型 」・ 「オ フ ィス型 」・ み な し労 働 日寺間
対 象 者 で あ る営 業 マ ンの 「移動 型 」 と三 っ に分類 出来 る。
NKKが 平 成9年4月 か ら在 宅 型 テ レワー クの実 験 に入 るな ど・ 未 だ 実験 段
階 にあ るnが 多 いが澗 題 は テ レワー クに利 用 され る通信 技 術 は何 力)(昔 か
らの郵便.電 話.FAXに よる旧来型 テ レワークか・パ ソコ ンなどを使 う新技術型 テレ
ワークか,ネ ットワークを使 ったネッ トワーク型テ レワークか)・ コス トは ど うか・生
産性 は ど うか,に よ って決定 され るこ とに な るだ ろ う。
特 に コ ス トで 引 き合 うな らば,少 子 高 齢社 会 に入 る21世 紀 初頭 に お いて は,
出産.硝 て の女性 従 類,パ ソ コ ンに習熟 して い る高糖 門者 で あ る高齢 者
の活 用 のた め に もテ レワー クが普 及 して い る事 を期待 した い。
お わ りに
21世 紀初頭を2・1・年前後 に設定 したカま遠 味 来 の事 ではな く・13年 後 の
事 にす ぎない.繊 の ス リム化 は出来 ると して も 人 のス リム化 は・役職定年
制 ・選択定年制 によ って実質的 に定年 を前倒 しす る以外 にないだろ う。
本稿で のべた総合職 を高度専門 レベルに養成す るの1ま・今か ら実施すれば・
何 とか間 に合 うと考 え る.と も鰭 職 のポス トは融 の花 となれ ば・従業員
の方 も必死 にな って専門能力開発 に務 めるに違 いない。
総合職 の採用 は,縦 来通 りの新卒採用方式 力a13年 後 峨 って いるだろ う・た
だ現在_部 で行 われて いる通年採用 が各企 業で士亘常化 してい るもの と思われ
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る・特 に優秀 噺 卒 を採 り難 い中小企業 はこの傾向が強 いだ ろう
。
大学 噺 卒 といえば・男 子新卒 は同年代 の約4・%で ほぼ固定化 している
の1こ
対 し・好 の4年 制大学 の新卒 は2・%カ ・ら通年増 え る傾向にあ る
._方,蝶
の鶴 糠 用傾向 は・ サー ビス業 を除 いて女子新卒 には働 て冷 たい
.そ の結
果,好 噺 卒 は人材派遣会社 に流 れ るカ・搬 職 の轍 で俄慢 して いる
。
通年採用 の一般化 と並んで女子 の派遣会社への就鞭 向
,ま た幅 年 の選択
定 年制 によ る蜘 の瀬 槻 象 は識 国 の封鎖 的 な労働 市場 に駄 をあ
け,
オープ ンな労働 市場が生 れ ること臆 味す る
.現 在,管 職 専門..;,験 剤 こ
主 と して陽 れて いた人材招介業 は汰 卒 の若年層 にまで及 ぶ こととな
る.そ
の結果漕 の職鞍 定所 は・主 として ブルーカ ラーや ホワイ トカラーの
1'職
とい った棲 み分 けとな るのではないか
。
a'=の流動化 によるこう し槻 象 は
・賃金 に も影繋 与え る.企 業毎の学歴
別・年功別個別飴 か ら職 種別技能別 の醗 が
,パ ー トや,人 材派遣 を通 し
て地 域 別に形成 され ることとな る
・一方,長 擁 用 の対象 とな るR職 は
,
能力開発期 までは恐 らく従来の昇進体系讃 金縣 に能力蟻 をmと 加味
した職能資㈱ 識 能給 が中心 となる もの と考 え る
.45歳 一5・歳 の間 に恐 らく
設定 され るであろ 熾 能給 の上限 は・ グ・一バ ルな時代 を反映 し読 儲 国 の
特 に綱 の敲 朝 レベル との飴 と・寸ラヲスを持っ ものになる燵 いな、
、。
既 に武田鶏 の部長 の醗 は,米 国 にお ける同 レベルの嚇 とバ ランスを と
っ
ているといわれている。
この ように して一般職 に加 えて
・専 門職 も大凡 の横断賃金がで きてい るので
はなかろ うか。
とすれば・50歳 以上の高年者 は
・仕事 の内容 に応 じ讃 断賃率 ×鞭 に応 ず
る給与を貰 うことにな り洗 にのべた頭打 ち賃率 の7・%と い うことは不用 と
な
る・ また6磯 以上 の年金併用型 も その就業状態 に応 じ(例 えば完全出勤型
週
3日 出鯉 ・粕 出勤型)に 応 じ讃 断賃率 ×就業率 ×業績 とすれば良
い。
ホ ワイ トカラ幽特 に大卒 を中心 と してのべて きたカゴ
,ブ ルーカラーにつ いて
　言のべたい
・ 日本 の繍 力泄 界一 とな ったの は,製 造業,特 にその中にお け
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るブルーカ ラーが世界:=秀 だ ったか らだ と私 は考えてい る・特 にE`;'と か作
業長 といっ槻 場の囎 都,能 力 にお、・て も旧 本 のお宝 だ と心 の底か ら考
えてい る。昔 進学率 の低か っ塒 代(そ れ}よそん賭 で はない)現 場 にはそ
れ こそ優秀な燗 が ごろ ごろいた.私 の知 ってい る人 は滴 校 を出て さる大企
業 の現場 に入 ったが,会 社 の中での自分の1専来 に思 いを至 し・翌年献 の法学
部 に入 り,卒 業後,一 流企業 に入 って,現 在 は常務で ある。
又,N社 の何代か前の欄 委員長 は細 缶傳 門学校 出で あるが蕗 時拙 身
で あ った。
このよ うな例 はそれ こそ掃 いて捨て る程 ある。
問題 は今後 の現場 である.少 子社会 の労働 不足が・現場 に麟 な労働 が
集 ま らないので はないか,と いうことを恐れ る・
既 新 日鉄等 ホワイ トとブルーの垣根 を とり払 うところが出て きた・ こ
れはブルーカ ラーに昇進 の頭打 ちカまないとい 憶 味で漱 迎すべ きことであ る
が汰 学卒 が灘 によって現場 で働 くとい う事があ って然 るべ しと思 う・ アメ
リカで はフ ォア マ ンに大学 出 が測 」い ると聞 く・ 躰 で もNKKの 三 好脹
(昭和26年 入社)は3鞘 現場 で三交m務 を し耀 験 を持 ってい る・上組 は今
で も事務系を含 あて大学出 は淀 期間現 場で働 くそ うで ある・ これを 「人的
資源の無駄使 い」 と私 は絶対思わない。
最後 になるが,2・1・年前後 とい うの1ま,醜 の世代 が・役員 として雛 の第
鯨 で灘 して いる時代で ある.小 さ、塒 か ら話題 の多か った世代 が・最後 の
花道で活躍 してい る時代 下手 をすれば少子高騨 会で滞 化 しかねないL--1
の進路 を彼 らが立派 に切 り拓いて くれ ることを期待 して終 る。
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